〔要　求〕

	３－（１）雇用と年金の接続をより一層確実なものとするため、国に遅れることなく定年延長の早期実現を行うこと。

また、定年延長に当たっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。

（２）60歳前と同じ俸給表および職務の級、諸手当を適用し、60歳時点の給与水準の８割支給とすること。

（３）退職手当は、現行の支給水準を維持し、60歳台前半の給与水準が60歳時点より下がる場合でも、現行制度と同様に最も高いときの俸給等を基礎として算定する方法を維持すること。また、60歳超で自発的に退職する場合には、少なくとも現行60歳定年時における支給水準を確保すること。

（４）加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたすおそれがある職務(現場職場)については、現場の実態を十分踏まえた定年延長が必要であることから、対応策を示すとともに十分な労使協議・合意をもとにした導入とすること。

（５）65歳への定年延長実現までの暫定再任用制度については、年金支給開始年齢が段階的に引き上がることを踏まえ、フルタイム勤務を基本として、国公行（一）４級（退職時の８割水準）以上の給与水準とすること。また、生活関連諸手当の支給、定数管理のあり方、業務内容の精査、再任用制度の導入が困難な業種の対応など、労働組合と十分に協議すること。


〔解　説〕

（１）共済年金の報酬比例部分の引き上げが2013年度から開始され、60歳台前半層に対しては一切、年金が支給されなくなりました。これまで昭和16年４月２日以降に生まれた人については、退職共済年金の定額部分の支給年齢が段階的に引き上げられてきており、その間の60歳台前半層の生活を確保するという視点で2002年に再任用制度が導入されてきました。

（２）これまでは60歳から退職共済年金の報酬比例部分（月額12～13万円程度）が支給されるために、再任用制度が運用されていなくとも、とりあえず、満額年金が支給されるまでの間、職員がある程度の我慢をすれば、65歳からの満額年金を受け取ることができましたが、今後はそうはなりません。2013年度より３年ごとに１歳ずつ引き上がり、最終的に、1961年４月２日以降に生まれた人については、65歳にならなければ年金の支給対象にはならず、60歳台前半には一切年金が支給されないこととなり、60歳から64歳までの間の生活費の確保が必要となってきます。

（３）このため人事院は、2011年９月30日、雇用と年金を接続することを基本として、内閣と国会に対し、「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を行いました。その後、政府は2012年３月に民間企業の多くが再雇用制度を取っているために、定年延長はめざしつつも、国家公務員においては当面はフルタイムの再任用制度の義務化で対応することを決定しました。さらに、2013年３月26日には「国家公務員の雇用と年金の接続について」と「国家公務員の新規採用の方針について」を閣議決定しました。そのなかでは、①新規採用者の採用上限数を定める方式をやめて弾力化をはかる、②定年退職する職員が再任用を希望する場合、年金支給開始年齢まで「フルタイム官職（常時勤務を要する官職）」再任用する、③フルタイム官職が困難な場合または職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、短時間勤務の官職に再任用することができる－とされました。これにより、当初いわれていた「名ばかり義務化」については解消され、事実上、雇用と年金の接続にむけて再任用制度の義務化がはかられることとなりました。また、定年年齢の段階的引き上げにむけた検討は年金支給開始年齢の段階的な引き上げの時期ごとに検討することも明記されました。

地方公務員においては、このような国家公務員の取り扱いを受けて、2013年３月29日に同様な措置を行うことを趣旨とする総務副大臣通知が発出されています。

（４）2017年６月、政府の「骨太方針2017」を受けて「公務員の定年の引上げに関する検討会」を設置し、検討作業が進められ、2018年２月16日、検討会の「論点整理」が「公務員の定年引上げに関する関係閣僚会議」で了承され、政府は人事院に対し検討を要請しました。人事院は、６月15日「定年の引上げに関する措置(素案)」を公務員連絡会に示しました。その後、公務員連絡会は、各構成組織の意見を集約するとともに、公務労協が2008年５月に策定した「雇用と年金を接続した公務・公共部門の新たな高齢期雇用政策の基本方向」の実現を求める要求を見直す必要はないものとの公務労協確認に基づき、６月29日に、①定年延長にともなう60歳以降の給与水準は、現行定年までの給与カーブの維持と実質的な再任用職員の給与を上回る水準とすることを前提として、②当該世代における標準的な生計費をみたすことを追求する、③地方出先機関における本府省課長クラス以上相当職以外の管理職の役職定年制については、昇任・昇格ペースが全体として遅延することや役職定年後の受け皿を相当数用意することが困難であること等を踏まえつつ、政府の責任における段階的定年延長年齢までの万全な任用の継続を最低限とする、旨の意見を人事院に提出しました。以降、人勧期における各級交渉のなかでその検討状況について追及してきました。

（５）こうしたなかで、人事院は８月10日、人事院勧告・報告と同時に「定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出」を提出しました。その内容は、①定年年齢を段階的に65歳に引き上げ、段階的な引き上げ期間中は、暫定的な措置として現行の再任用制度を存置する、②60歳以上の職員に対して、原則管理職から外す「役職定年制」を当分の間導入する、③定年前(60歳超職員)でも希望者には短時間勤務を可能とする｢再任用短時間勤務制｣を導入する、④60歳超職員の給与は、民間企業の60歳超の従業員の給与水準が60歳前の３割減の水準であったことを鑑み、60歳前の７割水準に設定する(暫定再任用職員の給与は、現行の再任用職員と同様の取り扱い)、⑤俸給月額の水準と関連のある諸手当も、60歳前の７割を基本に手当額等を設定する(扶養手当、寒冷地手当等は60歳前の職員と同額)などとしています。

なお、人事院は、「意見の申出」において、60歳超職員の給与引き下げは、当分の間の措置とし、60歳前の給与カーブも含めてその在り方を引き続き検討することを言及しており、警戒・監視を強めていく必要があります。また、定年の引き上げ時期については、今回の意見の申出では具体的な明記はなく、一定の準備期間を確保しつつ、速やかに定年の引き上げが実施されることが必要、との記述にとどまっています。

　　　今後は、政府において申出への対応が検討されることとなりますが、統一自治体選挙や参議院選挙など重要な政治日程が続くなかでの政治判断となることから、対応の内容・時期については不透明な状況です。

（６）公務員連絡会は、「意見の申出」について、その水準や役職定年制については、われわれの要求を十分に満たすものとはなっていないが、あくまでも現時点の環境条件のもとにおける人事院の判断として受け止めるとしています。また、2011年の意見の申出の取り扱いを踏まえたとき、今回の意見の申出が着実かつ確実に実施されることが何よりも重要であり、人事院が早期実施を実現するまで、その責任を最後までしっかりと果たしていくことを求めるとしています。

（６）一方、自治労は、人事院が「意見の申出」を行ったことは評価できるとしたうえで、給与水準等については不十分な内容であり引き続き検討を求めていくとしています。また、今回の意見の申出の最終的な判断は政府が行うことから、公務労協と連携して政府に対し実現にむけ対応をはかるよう追求するとともに、人事院に対して責務を果たすよう求めていくとしています。

　　　あわせて、地方公務員においては、加齢困難職種が多く存在することを踏まえた柔軟な働き方が求められること、自治体ごとに組織構造が違うため役職定年や新規採用の確保に留意が必要なことなどから、総務省に対して自治労および自治体の意見を十分踏まえたうえで、国に遅れることなく地方においても定年延長を実施するよう必要な対応を求めていくことが必要です。
【人事院報告・勧告について】

（１）2013年報告で「公的年金が全く支給されない再雇用者の給与の具体的な実態を把握したうえで平成26年４月における再任用職員の職務や働き方等の人事運用の実態を踏まえつつ、必要な検討を進める」とし、2014年の民調作業が行われました。

　　　民間における高齢層従業員よりも公務における再任用職員賃金水準が低い結果となりましたが、俸給表のプラス改定を若年層を中心に配分し、高年齢層には及ばない状況から、2014年俸給については改定なしとなり、さらには給与制度の総合的見直しで俸給水準の引き下げが勧告されています。

　　　2015年勧告では0.36％の官民較差を再任用職員にも反映させる形となり、1,100円を基本（行（一）はすべての級）に引き上げ勧告がされています。

●民間における高齢層従業員（60～64歳）の年間賃金（平成25年賃金構造基本統計調査）

	企業規模

地域
	100人以上
	10人以上

	全国
	386万円
	364万円

	大都市圏
	431万円
	418万円

	大都市圏以外
	341万円
	320万円


　　　※所定内給与額と年間賞与その他特別給与額の合計

●公務における再任用職員の年間給与

	職務の級


	２級
	３級
	４級

	行（一）フルタイム
	301万円
	366万円
	398万円


　※俸給月額と期末・勤勉手当の合計

（２）また、2014人事院勧告では民間実態を鑑み単身赴任手当・広域異動手当・新幹線通勤手当を支給する勧告もされました。

●民間における公的年金が支給されない再雇用者の単身赴任手当の取り扱い

（平成25年職種別民間賃金給与実態調査）

	転居を伴う

異動がある
	
	転居を伴う

異動がない

	
	単身赴任手当を支給する
	単身赴任手当を支給しない
	未定
	

	34.7％
	（87.0％）
	（10.4％）
	（2.6％）
	65.3％


　　　※定年前の常勤従業員に単身赴任手当を支給する事業所を100とした割合

　　　　（　）内は公的年金が支給されない再雇用者に転居を伴う異動がある事業所を100とした割合

【道内自治体における再任用制度運用状況】

（１）2015年度（2016年度、2017年度、2018年度は調査実施なし）の道内運用状況については、町村単組を中心に対象者・希望者がいない状況もあり、実際の運用とはなっていない自治体も多くありますが、全体として制度としてはほぼ、完成している状態にあります。

（２）賃金水準については42自治体で３級以上水準を確保していますが、ほとんどが２級水準での再任用となっています。道本部要求の４級以上（退職時の８割水準）や、2011年の人事院意見の申出で示された７割水準よりも低位に抑えられている状況もありますし、今年度の民調結果をみれば、３級水準を確保したとしても民間給与水準を下回る状況にあります。

　　　こういった情報を活用しながら、より上位の級での再任用給与水準の確保にむけた取り組みを展開する必要があります。

●2015年度の道内単組再任用運用状況

　①　賃金格付け（最も多くの再任用者が格付けされる級）

	
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級以上

	道
	
	
	１
	
	

	都市
	２
	26
	11
	
	

	町村
	８
	36
	25
	２
	３

	計
	10
	62
	37
	２
	３


　②　勤務形態

	　
	フルタイム基本
	短時間基本
	フル・短時間併用

	道
	
	
	１

	都市
	15
	６
	20

	町村
	25
	15
	39

	計
	40
	21
	60


●被用者年金一元化に伴う影響

現行制度では再任用時に厚生年金被保険者となった場合（※）、老齢年金の在職給付を受ける場合、月の（賃金＋年金）が46万円を超えると年金の一部または全部を支給停止となりますが、2015年10月の被用者年金一元化後は46万円が28万円となります。

この46万円を目安として再任用者の賃金格付けをしている自治体は注意が必要となます。

※　厚生年金被保険者となった場合＝３/４以上勤務の短時間再任用者

※　３級格付け３/４勤務の再任用者の場合（老齢年金120,000円と仮定）

　賃金＝（月例給×3/4）＋（一時金×3/4）/12＝257,600×3/4+257,600×2.1月×3/4×1/12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝193,200＋33,810＝227,010

現行　　　227,010＋120,000＝347,010　→　46万円未満なので支給停止なし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額収入は347,010円
一元化後　227,010＋120,000＝347,010　→　28万円を超えるため一部支給停止

120,000－227,010/2＝6,495　→　6,495円年金が減額され113,505の支給となる

月額収入は340,515円
＜別記＞

	

	雇用と年金の確実な接続をはかるための
再任用制度の確立に向けた単組交渉指針

【2013年９月修正版】
Ⅰ．条例・規則制定・改正にあたって
１．採用（任用）
　　地方公務員法に定める再任用に関する規定について、条例に必要な事項を定めること。
条例制定にあたっては、「職員の再任用に関する条例（案）〔準則〕（1999.10.29　自治高第９号）」を参考とするとともに、以下の点を踏まえた制定（改正）を行うことを求めます。
※なお、政府が検討している、再任用義務化の法案化にあたっては、現行再任用制度については存置し、新たに義務的再任用に関する規定を新設することとしており、現時点で現行再任用制度に関する」条項について大幅修正の必要はありません。
①対象者の要件については、勤続20年以上とすること。（条例準則第２条）
定年年齢前に退職した者の再任用に関して条例準則では、勤続25年以退職後５年未満及び前記により再任用されたことがあるものとの要件を付しています。
国における勧奨退職制度の見直しの状況を含め、勤続20年以上を基準に要件を緩和することを求めます。
②再任用者の標準職務は定年前と別に定めることとし、運用を含め充分に協議を行うこと。
再任用時の級別標準職務表や実際の職務を含めて協議を行うことを求めます。
２．賃金
①基本賃金については、国公俸給表の機械的な適用ではなく、自治体の実情に応じた給料表を設定すること。
　②扶養手当・住居手当・単身赴任手当・寒冷地手当・特地勤務手当等も定年までと同様に支給するための改正を行うこと。

　国における基本方針において、「本格的な職務」とされていることから、現在多くの自治体において再任用者に支給されていない生活関連手当についても支給を求めます。
③一時金の支給月数についても定年前と同月数とすること。
　一時金については現行2.1月人事院の意見の申出（定年延長）では3.0月としています。
※特殊勤務手当については、自治体独自のものがあるので注意が必要です。
④俸給の特別調整額（自治体では管理職手当）の支給については、再任用職員の職務の内容により判断すること。
３．勤務時間、休日・休暇等
①再任用職員の時間外勤務について、規制を明文化すること。
短時間勤務職員に関して、人事院規則では、「正規の勤務時間以外の時間において再任用短時間勤務職員に勤務を命ずる場合には、再任用短時間勤務職員の勤務時間が常時勤務を要する官職を占める職員の正規の勤務時間より短く定められている趣旨に十分留意しなければならない（人事院規則15-14　第16条の２）」とされ、短時間勤務職員への時間外勤務命令について一定の歯止めをかけています。
同趣旨の規定を規則で明文化するとともに、フルタイム再任用においても同様とすることを求めます。
　

②すべての休日・休暇等を退職前と同様に規定すること。（短時間勤務職員も含める）

Ⅱ　運用にあたっての留意事項
１．採用等
①定年退職する職員が常時勤務または、短時間勤務の職への再任用を希望する場合、当該職員の任命権者（市長等）は定年退職日の翌日、定年退職する職員の希望に応じ、常時勤務を要する職または短時間勤務の職に当該職員を採用すること。
総務省の「地方公務員の雇用と年金の接続に関する制度概要（案）」（以下「制度概要」という。）では、「定年退職する職員が再任用を希望する場合採用するものとする。」としているが、常時勤務（フルタイム）を基本に本人の希望に応じ短時間勤務希望者については、短時間再任用の職を確保するよう求めます。
②最低限年金支給開始年齢の引き上げのスケジュールと連動したものとすること。また、段階的引き上げの間においても、高齢期の雇用確保の趣旨に則し、65歳までの間、雇用と年金の連携の観点から希望者全員の再任用を行うこと。
年金の報酬比例部分は、2013年度以降3年ごとに1歳ずつ65歳まで引き上げされることとされています。
なお、制度概要では、年度途中の定年による退職に関しても、退職日の翌日からの再任用を義務付けることとしています。
③加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたすおそれがある職務についての対応策を早急に示すとともに、協議を行うこと。
短時間勤務など勤務時間による調整や定年前と異なる職務（任命権者が異なる任用を含む）での再任用等についても検討を進める必要があります。
④任用にあたっては、退職前の職務（同一の級）での任用とすること。
　60歳以降の賃金について、最低到達基準は国公行（一）４級再任用賃金としますが、自
治労が求める退職前の80％水準を達成するためには、退職時と同一の級での任用とすることが必要です。（下記２．①解説参照）

⑤公的年金が一部支給される再任用者との整合性に留意し、再任用職員の職務・給与等に関し特段の配慮を行うこと。
2014年度以降の再任用者は、報酬比例部分支給されないことから、現行再任用者と比べ生活に必要な給与等の処遇の確立とその職務について整合性を取る必要があります。
⑥本人同意を前提とし、任命権者を超えた採用や退職前と異なる職務に採用されることを想定し、必要な研修を実施すること。
⑦特に再任用短時間勤務職員の営利企業の従事制限等について機械的な運用は行わないこと。
再任用短時間勤務職員の営利企業の従事制限等について、総務省は「運用にあたっては、勤務時間が短いことを踏まえ個別事案ごとに配慮して処理する」との国会答弁（参議院地行委員会　99.6.8）を行っていることからも、個別事案については、公務に支障がない限り認められるよう求めます。
　

２．賃金
①再任用者の賃金は、国公行（一）４級再任用賃金（277,800円）以上とすること。
人事院の意見の申出による60歳以降の賃金については、基本給は退職時の73％、一時金は3.0月、諸手当についても60歳前と同様とし全体で70％としています。
自治労では、60歳以降のゆとりある生活のためには、退職前の80％の賃金が必要との調査結果から、再任用者の賃金は退職前の80％水準を基本に、自治体の実情に応じて労使合意に基づき決定することとします。
　再任用制度では、級ごとに１号給（俸）が設定されており、退職前の80％の賃金水準確保のためには、退職時と同一の級での任用とすることが必要です。
これらを踏まえつつ、再任用者の賃金水準の底上げをはかるための最低到達基準として、全単組において国公行（一）4級再任用賃金（277,800円）以上を要求し、諸手当の支給とあわせて水準の確保を求めます。
また、現行再任用者と比較し、段階的引き上げにより報酬比例部分が支給されないこと、および被用者年金一元化法の成立により、在職老齢年金の支給基準の変更に留意することが必要です。
＜本部の取り組み＞
再任用の職務については定年前と別に設定すること及び再任用の賃金水準の見直しについて、総務省・人事院等との協議を進めていきます。
Ⅲ　その他留意事項
①2013年度中に条例を制定（改正）し、制度の枠組みを確保すること。
②実施までの間、職員への周知期間を確保し、労使合意を前提に、運用の細目を決定すること。
③職員の意向調査を当局の責任で実施すること。
④希望者全員の再任用の雇用枠を早急に確保すること。
⑤2014年度からの再任用に係わる推進体制を設置し、首長部局・公営企業・行政委員会・消防・一部事務組合・広域連合など、任命権者を超えた連絡調整を進めること。
⑥再任用されない場合の苦情処理システムを確立すること。
⑦定年退職後のリフレッシュや病気療養等のための任用までの猶予期間を取ることができるようにすること。
⑧定数化にあたっては、機械的換算ではなく、実態に則して柔軟に対処すること。特に再任用短時間職員の定数カウントについては、別途管理とすること。
⑨年次有給休暇については、退職前の繰り越しを含め、地方公務員においては労基法39条が適用となる。国公と異なる取扱について留意すること。

昭和63年3月14日基発150号（抜粋）
継続勤務とは、労働契約の存続期間、すなわち在籍期間をいう。継続勤務か否かについては、勤務の実態に即し実質的に判断すべきものであり、次に掲げるような場合を含むこと。この場合、実質的に労働関係が継続している限り勤務年数を通算する。
イ　定年退職による退職者を引き続き嘱託等として再採用している場合（退職手当規程に基づき、所定の退職手当を支給した場合を含む。）。ただし、退職と再採用との間に相当期間が存し、客観的に労働関係が断続していると認められる場合はこの限りでない

⑩再任用短時間勤務職員の健康保険、年金の扱いについて、再任用を希望する職員について、十分な情報提供を行うこと。

	


【定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出のポイント】
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